
愛知教育大学研究報告, 47 (人文・社会科学編), pp. 121~133, March, 1998

わが国における企業の地域選好

北 川 博 史

(地理学教室)

Corporate Space Preferences in Japan

HirofumiKITAGAWA

(Department of Geography)

I は し が き

従来,わが国の地域システムに関する研究において

は東京‐極集中化や中心・周辺間の地域格差問題など

が指摘され,わが国の地域システムの現状が様々な視

角から分析・考察されてきた。特に,地域システムに

影響を及ぼす経済主体としての企業の立地動向は,同

様にまた地域システムの現状やその変容過程を如実に

反映するため,北川(1994)において論じたように,

しばしば研究の対象として注目されてきた。企業を対

象とした研究の多くは,企業行動の結果として配置さ

れた中枢管理機能や生産機能などの諸機能の集積量を

一つの指標として地域システムの現状もしくは変容過

程を説明しようとする傾向にある。それに対して,企

業地理学に立脚する立場の研究は,むしろ,地域シス

テムから企業行動を捉えようとする文脈に位置する研

究が少なくない。このように地域システムから企業行

動を説明しようとする背景には,企業の立地動向と地

域システムとの間に相互作用的な関係が存在するから

である。

北川(1992, 1994)における事例研究では,過去か

ら現在に至る時・空間的な事業所配置や再編成の過程

を通して,地域システムの現状をふまえた企業行動の

一側面か明らかにされた。本研究では,このような結

果に一歩踏み込んで,企業行動の将来的な動向あるい

は予測について接近を試みたい。そうした将来的な企

業行動は企業の意思決定機能に委ねられるが,前述の

課題に対応するためには当該機能に内在する既存の地

域システムに対する評価を同定することが重要であ

る。

したがって,本研究は現在のわが国の地域システム

に関してわが国の製造業企業がいかなる評価をしてい

るのかについて明らかにすることを目的としている。

また,昨今の経済状況をみると,わが国の製造業は経

済のグローバル化を背景として国内産業の空洞化が問

題視されている。そうしたことから,わが国の製造業

企業が諸外国に対してどのような評価をしているのか

についても併せて考察を行う。

ところで,企業が立地に関する意思決定を行う際に

は可能な限りの情報と情報利用能力1)が多大な影響を

与えているといわれる(ワッツ1995)。このような情

報は各種の統計やマスメディアなどを通じて得られる

公的情報と私的情報,すなわち対面接触やある場所に

ついての個人の経験から得られる情報,さらには場所

についての魅力という主観的な印象も包含されてい

る。立地に関する意思決定が行われる際にはこれらの

情報に基づき総合的な判断がもたらされる。総合的な

判断の過程を具体的に明らかにすることは困難である

が,そうした判断の結果は地域に対する認知や選好と

いう形で表されるであろう。

地域選好に関する研究では居住地選好について分析

を行ったグールド･ホワイト(1981)が特筆されるが,

企業の立地行動に関連した地域選好の研究もある。

Pocock and Hudson (1978)はイギリスにおける実業

家の空間選好について分析し, Taylor (1977)は企業

の空間選好の計測方法について検討した上で,ニュー

ジーランド企業の空間選好を認知曲面図を用いて地図

化し,クライストチャーチ市を中心とした同心円的な

選好得点の分布を捉えた。これらの研究により,客観

的な情報のみならず企業は様々な方法によって地域を

評価していることが明らかとなった。

また,近年の先進諸国においては環境面で魅力を有

する地域や居住に適した地域の存在が企業の事業所の

立地変動に及ぼす影響に関心が向けられている。曖昧

な中にも,各国の経済空間内部には最も魅力的な環境

を提供していると感じられる地域が存在するといわれ

る(Watts 1987)。そうした文脈からも,わが国の製造

業企業による空間選好の分析は重要な意味をもつと考

える。

11 データならびに研究方法

本研究で用いるデータならびに研究方法について若

干整理しておく。用いたデータは1996年12月に各企業

へのアンケート調査2)により収集したものであり,ア

ンケート調査の対象とした企業は東証第1部上場企業

のうち製造業に属する763社である｡わが国の大企業の
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多くは東京証券取引所第1部に上場しているためアン

ヶ一ト調査の対象としては問題ないものと考える。

有効回答の得られた72社の概要は第1表のとおりで

ある。本社所在地別にみると,72社のうち東京都,神

奈川県,埼玉県,千葉県の首都圏に本社をおく首都圏

系企業は37社であり,全体の51.3%を占める一方,京

都府,大阪府,兵庫県に本社をおく近畿圏企業は全体

の27.8%にあたる20社を数える。また,愛知県に本社

をおく中京圏系企業は7社を数え,その他の地域に本

社をおく企業は8社3)を数える。本社所在地別ならび

に業種別企業数に関して,若干の偏りがあることは否

めないが,分析上問題はないものと考える。

業種別にみると,一般機械器具製造業に属する企業

(以降,一般機械系企業とする)が最多の15社を数え,

以下,電気機械器具製造業に属する企業(以降,電気

機械系企業とする)の13社,化学工業に属する企業(以

降,化学工業系企業とする)のH社,輸送用機械器具

製造業に属する企業(以降,輸送用機械系企業)の10

社と続く4)。

本研究においては,グールド・ホワイト(1981)や

中村(1979)が用いた居住地選好の分析方法を援用し,

各企業による地域評価について分析を行った。はじめ

に全企業における都道府県別の地域選好得点とともに

本社所在地別ならびに業種別の企業系列の地域選好得

点を求める。この選好得点の算出方法は,グールド・

ホワイト(1981)の用いた居住地選好の分析方法と同

様である。すなわち,主成分分析法を用いて,各者6道

府県に主成分得点を求め,これの最小値を0点,最大

値を100点として各都道府県の得点を比例配分し得ら

れた比例値を各都道府県に対する選好得点とする5)。

この分析方法により,全企業および本社所在地別企業

の選好得点と,さらに,業種別企業系列の中でも特に

機械系企業6)を対象として選好得点を算出した。

グールド・ホワイト(1981)によれば最大固有値を

有する主成分が最も基本的な選好パターンを示すの

で,本研究においては第1主成分のみを対象として考

察を進める7)。

各企業が地域選好を行う際に価値基準・価値体系に

差異が存在するのであれば,本社所在地別や業種別に

分類した企業系列の選好順位の類似性はほとんどな

く,各都道府県に対する選好得点のパターンは異なっ

たものとなるはずである。本研究において対象とした

企業系列の選好体系の差異は第2表に示したようにほ

とんど認められない。すなわち,全企業と首都圏系企

業,近畿圏系企業および業種別にみた機械系企業にお

ける第1主成分間の相関係数をとると,いずれも0.9以

上の値を示し,最も低い値を示した首都圏系企業と近

畿圏系企業との間においても,0.735というかなりの高

い相関を有する。したがって,第1主成分に表された

企業系列の選好体系の差異はほとんど存在しないと考
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注:いずれも1%水準で有意

資料:アッケ~卜鯛査

えられ,この主成分による選好得点の分布を検討する

ことにより企業の地域評価の一側面を捉えることがで

きると考えられる。ここで,次章以下において進める

研究方法について言及すると,第3章ではわが国の製

造業企業による国内地域選好について,全企業ならび

に本社所在地別,さらに業種のなかでも特に機械工業

系企業に焦点を当て分析を行う。第3章において得ら

れた地域選好のパターンはどのような判断基準によっ

てもたらされているのかを明確化するために,第4章

においては企業によってもたらされた判断基準に関す

るデータに基づき考察を進める。続いて,第5章にお

いてはわが国の製造業企業による海外に対する地域選

好パターンについて検討を行う。その際,従前の居住

地選好の分析手法はデータの形式8)上採用できないた

め,単純に選好順位を得点化する方法を採った。第5

章において明らかにした海外に対する地域選好パター

ンは各企業のどのような判断に基づいて行われている

のかについての検討を第6章において行う。

IⅡ 製造業企業による国内地域選好

1.全製造業企業による地域選好

主成分分析法によって求めた第1主成分に基づいた

選好得点の分布状況を全企業について示した第1図9)

によると,高得点を示す地域は首都圏から近畿圏に至

る太平洋ベルト地帯に集中している。選好得点が90点

以上の値を示した都道府県は,首都圏の埼玉県,千葉

県,神奈川県と静岡県,愛知県,さらに兵庫県の6県

である。続いて高得点を示す地域は,東京都および大

阪府であり,首都圏ならびに近畿圏においては,大都

市地域よりもむしろ大都市周辺部の選好得点が高い結

果となった。

これら3大都市圏を中心とした高得点地域に続くの

は群馬県,栃木県,茨城県などの北関東に加え,岐阜

県や三重県,滋賀県や和歌山県などの諸県が挙げられ

る。これら3大都市圏の外緑部を形成する地域におい

ては60~80点未満という比較的高い選好得点を示し



わが国における企業の地域選好

第1図 第1主成分得点にもとづく選好得点の分布(全企業)

資料:アンケート調査

第2図 第1主成分得点にもとづく選好得点の分布(首都圏系企業)

資料:アンケート鯛査
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た。また,瀬戸内工業地域の一部を形成する山陽地域

から,かつては4大工業地帯の1つとして数えられた

北九州工業地帯の中核を成し,現在では輸送用機械や

電気機械工業の進捗の著しい福岡県に至る地帯も比較

的高い選好得点を示している。このように,全製造業

企業による地域選好の傾向は,おおむね3大都市圏と

その周辺部や従来から工業蓄積が著しい工業地域にお

いて選好得点が高く,北川(1991)において確認され

たような既存の工業配置が各企業の選好体系に大きく

関与していることが推察される。

一方,低い選好得点を示す地域は国土縁辺地域に集

中し,青森,岩手,秋田の北東北3県と南四国の高知

県や沖縄県が挙げられ,これらの諸県では20点未満の

きわめて低い選好得点を示す。つづいて,20~40点未

満という選好得点は南東北の宮城県や山形県,北陸地

方の富山県,石川県,さらには山陰地方の鳥取・島根

両県,香川県を除く四国地方,中南九州の大分県,宮

崎県,鹿児島県にみられる。以上のように,全国的な

選好得点の分布状況から,3大都市圏を中心とした地

域から国土縁辺地域に至るに従い選好得点は漸減する

という傾向を捉えることができる。

2.本社所在地別企業による地域選好

第2図は首都圏系企業による各都道府県に対する選

好得点の分布をみたものである。これによると,全体

的な傾向として,選好得点の高い地域は東日本に傾斜

しており,高得点を示す地域は首都圏を中心とした地

域に集中する。特に,埼玉県,神奈川県,千葉県にお

ける選好得点は90点を超過する非常に高い値を示して

いる。しかしながら,全企業に関する選好得点の分布

特性においても指摘したように,首都圏系企業の場合

も大都市圏の中心部は大都市周辺部よりも比較的低い

値を示す。すなわち,東京都に対する選好得点は周辺

の神奈川県などに比べると若干低く,その値は90点に

満たない。

東京都と同様に80~90点未満の選好得点を有する地

域は,茨城県,静岡県,愛知県の3県であり,全企業

に関する分析において高得点を示した近畿圏内の大阪

府や兵庫県に対する選好得点はこれらの諸県に及ばな

い。大阪府や兵庫県に対する選好得点は北関東の栃木

県と群馬県や三重県の有する選好得点と同様の水準で

あり,60~80点未満の得点を示すにとどまっている。

これら高い選好得点を示した都道府県以外の地域に対

する選好得点は60点未満であり,全企業に関する分析

の際に比較的高得点を示した瀬戸内の諸県や福岡県,

さらに近畿圏周辺の滋賀県などに対する選好得点は高

得点を示すとはいえないばかりか,南東北の諸県とほ

ぼ同様の値を示すに過ぎない。

一方,選好得点がO~20点未満の非常に低い値を示

す地域は青森県,高知県,鹿児島県の3県であり,全

企業に関する分析結果においてこの階層に属した岩手

県と秋田県は,首都圏系企業の場合,この階層に含ま

れない。

以上のように,首都圏系企業に関する地域選好パ

ターンは本社の立地する首都圏を中心に高得点地域が

分布し,近畿圏やその他の西日本の諸地域に対しての

評価は比較的低い。これに対して,東北日本に対する

評価は全企業による地域選好パターンと比べると若干

高い評価を示している。

首都圏系企業による地域選好が東日本へ傾斜してい

たのに対し,近畿圏系企業による地域選好は若干その

様相を異にする(第3図)。すなわち,90点以上の高得

点を示した地域は大阪府,兵庫県および愛知県であり,

これらの府県に続いて高得点を示すのは80~90点未満

の選好得点を有する京都府と山陽地域の岡山・広島両

県ならびに首都圏においては千葉県,神奈川県が挙げ

られる。このように,近畿圏企業の場合は首都圏系企

業とは対照的に選好得点の高い地域は西日本に傾斜す

る傾向にあるが,例外的に首都圏の一部の地域に対す

る選好得点も高い。

近畿圏企業も首都圏系企業と同様に本社の立地する

地域を中心に選好得点が高い地域が面的な広がりをみ

せているが,首都圏系企業は東京都に対する選好得点

が比較的低い値を示したのに対し,近畿圏系企業に関

しては本社の立地する大阪府への選好得点が最も高い

値を示した。

また,首都圏系企業の北陸地方に対する評価は新潟

県を除き30点前後の選好得点として表されていたのに

対し,近畿圏系企業の石川県や福井県に対する選好得

点は50点前後の値を示し,北陸地方に対する評価は首

都圏系企業の傾向とは幾分異なる。そうした首都圏系

企業と近畿圏系企業の地域選好の相違は,高知県を除

いた四国地方に対しても認められ,首都圏系企業より

も近畿圏系企業は当該地域に対して高い地域評価を示

している。さらに,九州地方に関しては全般的に大き

な差異は認められないものの,首都圏系企業よりもむ

しろ近畿圏系企業による評価が若干高い。

東北日本に目を転しると,首都圏系企業は南東北に

対して50点前後の選好得点として評価し,さらに北東

北の岩手県や秋田県に対しても30点前後の選好得点を

示した一方で,これらの地域に対して近畿圏系企業は

極めて低い評価を示している。また,北海道に対する

両企業間の地域評価の傾向に関しても差異が認められ

る。

3.機械系企業による地域選好

機械系企業による選好得点の分布状況を示した第4

図によると,90点以上の選好得点を有する地域は神奈

川県,静岡県,愛知県であり,これらの諸県に続くの

は埼玉県,千葉県,三重県,兵庫県の大都市圏周辺部
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第3図 第1主成分得点にもとづく選好得点の分布(近畿圏系企業)

資料:アッケート調査

第4図 第1主成分得点にもとづく選好得点の分布(機械系企業)

資料:アッケート調査
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である。一方,首都圏,近畿圏の中核を形成する東京

都や大阪府に対する選好得点は比較的低い値を示し,

70点前後にとどまる。このような東京都と大阪府に対

する選好得点が低い点は,従前の全企業についての地

域選好に関する分析の結果と同様である。第1図と第

4図を比較しても理解されるように,全国的な傾向と

して,全企業を対象とした地域選好パターンと機械系

企業についての地域選好パターンはかなり類似した傾

向を示す。機械系企業の場合も全企業の選好得点の分

布パターンと同様に,大都市圏から離れるに従い選好

得点は低下する傾向にある。また,既存の工業集積地

域に対して高い選好を示すという点も全企業による選

好パターンと同様である。

IV 製造業企業による地域選好の判断基準

前章において明らかになったように,わが国の製造

業企業の国内地域評価はマクロ的にみれば3大都市圏

に対し高い評価を示す一方で,国土縁辺地域に近づく

にしたがい選好得点は低下するという傾向にある。ま

た,大都市圏内に目を転じると,大都市圏の中核部を

形成する東京都や大阪府よりも,むしろその周辺に位

置する神奈川県や兵庫県などに対する評価が相対的に

高い。こうした傾向は,本社所在地や業種の相違によ

り多少の差異はみられるものの,ほぼ共通した地域選

好パターンである。

選好得点の高い3大都市圏やその周辺,さらには太

平洋ベルト地帯に位置する地域は既存の工業集積が著

しい地域であり,そうしたことから製造業企業の多く

が地域評価を行う際に,自社工場の所在や関連企業の

所在の有無を重要な情報の一つとして認識していると

考えることは容易である。

都道府県別の選好得点と実際の工場数との相関を示

した第3表によると,選好得点の高い地域には自社工

場の多くが存在し,逆に,選好得点の低い地域には自

社工場は少数であることが理解される。すなわち,全

企業を対象とした場合,選好得点と自社のもつ工場数

間の相関係数は0.721に達する。一方,近畿圏系企業の

場合は,他の企業系列における相関係数に比べると若

干低い値を示し0.624にとどまる。以上のことから,企

業は自社工場の有無を地域評価を行う際の重要な情報

の一つと認識していることが理解される。しかしなが

ら,近畿圏系企業の場合は他の企業系列とは異なり,

自社工場の有無よりはむしろ別の異なった情報により

地域選好を行っているものと推察される。

次に,こうした自社工場や関連企業の所在の有無が

地域選好を行う際にどの程度影響を及ぼしているのか

を裏付けるとともに,その他の重要な情報について明

確化するために,アンケート調査によって得られた判

断基準1o)を用いた検討をおこなう。

全企業ならびに本社所在地別企業による地域選好の

判断基準についてまとめた第4表によると,全企業を

対象とした場合,前述のような工場数と選好得点間の

高い相関を裏付けるように,地域選好の際に最も重要

視されたのは「自社工場・関連企業との近接性」であ

り判断基準指数11)は17.5ポイントを示す。また,「取引

会社との近接性」も重視されており判断基準指数は13.

6ポイントを示す｡上位2位までの判断基準はいずれも

工場の立地要因というよりはむしろ既存の工場や取引

先を意識した判断基準となっている。

一方,第3位以下の判断基準は工場立地に直接的に

関与する立地要因と関連性を有しており,「工場用地の

取得」や「従業者の確保」など用地や労働力に関する

判断基準が上位に位置する。すなわち,「工場用地の取

得」については12.5ポイントの判断基準指数を示し,

労働力に関連した「従業者の確保」については10.2ポ

イント判断基準指数を数える。こうした用地や労働力

に関する判断基準に加え,物流に関する項目も比較的

高い値の判断基準指数を有しており丿高速道路との近

接性」は8.7ポイントの第5位に位置し,「港湾との近

接性」に関しては第7位の判断基準として位置する。

近年,生産に直接関わる部門のコストダウンは最終局

面に入り,物流コストヘその対象が移りつつある。さ

らに,従来,自動車工業においてみられたJIT生産方

式のようなフレキシブルな生産方式は電気機械工業分

野をはじめとして積極的な導入が図られている。そう

したことも相まって,「高速道路との近接性」が製造業

全般にわたって重要な判断基準となっていると考えら

れる。

ところで,前章において検討したように,本社所在

地別の地域選好パターンは多少相違が認められるもの

の,ほぼ一定の傾向を示した。地域選好の判断基準に

関しても同様に,上位に位置する判断基準の項目は多

少のばらつきはあるものの類似した傾向を示してい

る。第4表によれば,首都圏系企業と中京圏系企業に

おいては「自社工場・関連企業との近接性」が重視さ

れている。一方,近畿圏系企業については当該項目は

第2位となっているものの,判断基準指数の値からみ

ると第1位の項目である「取引会社との近接性」にお

ける判断基準指数と比べ遜色はない。

ところが,業種別に地域選好の判断基準を検討する

と,かなりのばらつきが認められる。主要業種別に判

断基準をまとめた第5表によると,「自社工場･関連会

社との近接性」の項目は一般機械系企業,電気機械系

企業では最大の判断基準指数を数え,輸送用機械系企
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第4表 本社所在地別企業による地域選好の判断基準

第5表 業種別企業による地域選好の判断基準

業や化学工業系企業においてもそれぞれ第2位の項目

となっている。しかしながら,金属製晶系企業におい

ては全く判断基準として選択されていない。

一般機械系企業では「自社工場・関連企業との近接

性」に続き,「従業者の確保」が第2位の項目となり,

第3位に「港湾との近接性」,第4位に「高速道路との

近接性」が挙げられ,第2位以下の判断基準について

は工場立地に直接的に関わる立地要因や物流に関する

項目が上位を占めている。電気機械系企業においても

その傾向はほぼ同様であるが,第2位の判断基準とし

て「取引会社との近接性」が選択されており,一般機

械系企業とは対照的である。この「取引会社との近接

性」は輸送用機械系企業においても重要視されており,

最大の判断基準指数を数える。また,電気機械系企業

と同様に輸送用機械系企業においても「関連業種・産

業の充実度」が重要視されている。これらの業種にお

いては,分業体系のもとで階層的な生産構造を確立し

ている企業も少なくなく,輸送用機械系企業や電気機

械系企業にとっては取引会社や当該産業の集積状況が

かなり重要な判断基準となっていることがうかがえ

る。

金属製晶系企業においては,「取引会社との近接性」

と同様に「工場用地の取得」も重要視されている。ま

た,「港湾との近接性」も重視されており,一般機械系

企業と同様に工場立地に直接的に関わる立地要因が重

要視される傾向にある。

一方,化学工業系企業においては,「工場原材料の確

保」が第4位の項目となっており,他の業種とはその

傾向に違いがはっきりと認められる。また,電気機械

系企業や輸送用機械系企業とは異なり,「取引会社との

近接性」や「関連業種・産業の充実度」の項目は上位

に位置しない。こうした背景には,化学工業の場合,

階層的な生産構造を有していないばかりか,単独企業

内において生産が完結している場合も少なくないこと

があげられ,業種ごとのの生産構造の特徴が地域選好

の判断基準に影響を及ぼしていると推察される。

以上のように,本社所在地別に判断基準を検討する

と大きな差異は認められない一方で,業種別に判断基
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準を検討した場合,生産構造の差異に表されるような 方,東アジアにおいては中国の22.0ポイントが最高で

業種ごとの特徴が,地域選好を行う際に多大な影響を ある。この中国への選好指数は各国に対する選好指数

及ぼしていることが示唆される。 の中でも最大の値である。中国への高い評価は,低い

V 製造業・｀業による海外地域選好 労働コストとともに市場規模に対し,各企業が好印象
IE ｀

を有している結果であろうと推察される。こうした企

わが国の製造業企業は近年,経済のグローバル化や 業による評価の判断基準に関しては次章において詳細

国際化の進展により海外への工場進出が顕著なものと な検討を行う。また,東南アジアのなかではタイに続

なっている。調査企業のほとんどが既に海外において き,インドネシアやマレーシアなどアセアン加盟国に

自社工場もしくは子会社や資本参加などの形態をもっ 対する選好指数が比較的高い傾向にある。

て海外生産に何らかの形で関わっている。このような 北中米諸国に目を転じると,アメリカ合衆国への選

状況において,わが国の製造業企業が諸外国に対しど 好が卓越しており,11.4ポイントの選好指数を数える。

のような地域選好パターンを有しているのかを分析す しかしながら,北中米諸国におけるカナダやメキシコ,

ることは重要であろう。 さらには南米諸国に対する選好は皆無に近い。一方,

はじめに,全企業および業種別の企業による海外地 アメリカ合衆国と同様に世界経済の3極の1つを形成

域選好の結果についてまとめた第6表により全企業に するヨーロッパ諸国への選好は高いとはいえず,選好

ついての地域選好傾向を捉えると,東南アジアや東ア 指数も8.3ポイントにとどまる。

ジアヘの選好が高く,東南アジアに対する選好指数12) 製造業企業は業種ごとに労働集約度や資本果約度が

は38.0ポイントであり,東アジアに対しても30.6ポイ 異なり,工場立地の際に要求される立地予定地域の経

ントの選好指数を数える。東南アジアにおいては,夕 済環境や立地要因も業種によって様々である。こうし

イに対する選好指数が最も高く10.5ポイントを示すー た要求される経済環境や立地要因の相違が地域に対す

第6表 業種別企業による海外地域選好
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る見方の違いとなって現れ,結果的に,業種ごとの地

域選好パターンの相違を生成していると考えられる。

地域選好を行う際に,情報の多寡や認知の程度,さら

には客観的な判断か否かといった企業ごとのばらつき

はあるものの,同一業種内よりも業種間の地域選好パ

ターンの相違がより明白に示されるであろう。そうし

た業種ごと地域選好パターンの相違は国内よりもむし

ろ海外に工場立地を行う際に色濃く現れると推察され

る。なぜならば,海外進出を行おうとする企業は生産

の拡大や市場の確保などの何らかの目的を有してお

り,ある特定の経済環境のもとで工場の立地を図ろう

としているからである。

第6表により業種別の地域選好パターンを検討する

と,一般機械系企業においては,中国への選好が最も

高く, 18.5ポイントの選好指数を示す。次いで高い選

好指数を有するのは12.2ポイントのタイや11.2ポイン

トのインドネシアであり,これらの国を中心に,アジ

ア諸国において選好指数の高い傾向が顕著である。そ

の他の地域に関しては,アメリカ合衆国に対する選好

指数も高く9.8ポイントを数える。

電気機械系企業に関しては,一般機械系企業の地域

選好パターンと若干様相を異にする。中国に対する選

好得点が高いのは一般機械系企業と同様の傾向である

が,東南アジア諸国に関しては,ベトナムやシンガポー

ルに対する選好指数が高い反面,タイやインドネシア

は5.1ポイントにとどまっている｡アメリカ合衆国に対

する選好指数は一般機械系企業と同様に極めて高い値

を示す。

一方,輸送用機械系企業については,一般機械系企

業と同様に東南アジア諸国に対する選好指数が高いと

いう特徴を見いだすことができるが,ヨーロッパ諸国

に対する選好指数が比較的大であるという点は他の業

種においてはほとんど認められず,際立った特徴とし

て指摘できる。特に,ドイツやイギリスに対する評価

も低いとはいえず,選好指数もそれぞれ4.8, 4.2ポイ

ントを数える。こうしたヨーロッパ諸国に対する選好

の高さは,他の機械系企業にはみられず,独特の地域

選好パターンを示している。

ヨーロッパ諸国に対しての選好指数が比較的高いと

いう点では化学工業系企業も輸送用機械系企業と同様

である。すなわち化学工業系企業の場合,ドイツに対

する選好は極めて高く,選好指数も12.1ポイントを数

え,アメリカ合衆国に対する選好指数に比して遜色は

ない。わが国の化学工業系企業の中でも特に製薬会社

を中心にドイツに対して高い評価を示している。 ドイ

ツはバイエル社を代表とする世界的な製薬会社も存在

し,化学工業の中でも薬品製造の分野において卓越し

た技術力を有している。このようなドイツに関する情

報やイメージが化学工業系企業のドイッヘの選好を高

めることに貢献していると考えられる。他の業種の企

業と同様に,化学工業系企業も中国に対する選好指数

が高い一方,北米諸国やドイツなど先進諸国への選好

指数の高さは特異である。

一方,繊維工業の場合,ヨーロッパ諸国や北米諸国

に対する選好は全く認めらず,東南アジア諸国と中国

を中心とした東アジア諸国に対する選好により構成さ

れている。その中でも特に,中国とタイに対する選好

指数は極めて高く,両者ともに20ポイントを超過する

値を示した。また,ベトナムに対する選好指数は15.9

ポイントであり,これら3力国に対する評価が卓越し

ている。こうしたベトナムヘの評価は前述の電気機械

系企業においてもみられたが,その他の業種において

も5.0前後の選好指数が示されており,どの業種からも

ベトナムに対して一定の評価がもたらされている。ベ

トナムは国家体制の安定化とともにドイモイ政策にみ

られるような改革・開放政策をとっている。そうした

海外資本の積極的な導入姿勢や経済成長への期待感が

企業の高い評価につながっていると考えられる。

鉄鋼業企業に目を転じると,他の業種と同様に中国

に対する選好が高いが,選好得点は31.5ポイントを数

え,金属製品系企業や繊維工業系企業と同様に高い水

準にある。また,鉄鋼業系企業の場合オーストラリア

やブラジルなどの原料産地を形成する国々への評価も

確認された。

最後に,非鉄金属系企業の場合は,中国,インドネ

シア,タイに対する選好指数の合計は60ポイント弱に

達し,これら3ヶ国への選好傾向が顕著である。また,

機械系企業と同様にアメリカ合衆国への選好指数も比

較的高い値を示している。

以上のように,全企業に関する地域選好パターンは

アジア諸国を中心として高い評価を示す傾向にある。

また,業種別に検討すると,程度の差こそあれ中国に

対する選好指数は共通して高い値を示している一方

で,アメリカ合衆国やヨーロッパ各国に対する評価は

異なり,業種ごとに選好パターンは異なった様相を呈

している。このような選好パターンの相違は次章にお

いて検討するように,各企業の示す判断基準の相違に

より明確化される。この判断基準は各企業が求める進

出先の経済環境や立地要因が間接的に表現されたもの

と考えられる。

VI 海外地域選好の判断基準

海外地域選好の判断基準についてまとめた第7表に

よると,全企業に関して,第1位の判断基準は｢市場

規模｣であり,判断基準指数13)も15.1ポイントを数え

る。これに続き｢労働賃金｣,｢取引会社との近接性｣,

｢従業者の確保｣,｢国家体制の安定度｣,｢関連業種の

充実度｣,｢工業用地の取得｣,｢治安の良さ｣が5.0ポイ

ント以上の判断基準指数を有する項目｡である。特に,

製造業企業が海外進出もしくは海外への直接投資を行
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う際の要件とされる「市場規模」や「労働賃金」の高

低が海外の地域に対して選好を行う際に重要視されて

いる。また,「国家体制の安定度」や「治安の良さ」の

判断基準も比較的高い判断基準指数を示しており,進

出先の政治・社会状況も地域選好の際に重要な影響を

与えていることがうかがえる。上位に位置するその他

の判断基準は工場の立地に直接的に関わる項目がほと

んどであるが,国内における地域選好と同様に「取引

会社との近接性」や「関連業種の充実度」など,工場

を立地する際の間接的な立地要因も重要視されてい

る。

判断基準として上位に位置した「市場規模」や「労

働賃金」に関連して,鈴木(1994)は統計資料に基づ

いた分析により,アジアヘ進出している日本企業の多

くは現地労働力の利用と労働コストの削減を動機の一

つとしており,さらに現地への販路拡大も重要な動機

の一つとなっていることを指摘している。本研究にお

いても,販路拡大と関連性を有する「市場規模」や労

働コストに関連する「労働賃金」ならびに「従業者の

確保」などの判断基準が,特に,アジアヘの選好が高

い製造業企業にとって重要視されている。

全企業に関しての判断基準の中で第1位であった

「市場規模」という判断基準は電気機械系企業,輸送

用機械系企業,化学工業系企業,金属製晶系企業にお

ける第1位の判断基準である。特に,金属製品系企業

や化学工業系企業,一般機械系企業における当該項目

の判断基準指数は極めて高い値を示している。一方,

非鉄金属系企業の場合,「市場規模」の判断基準を選択

した企業は多数認められず,判断基準指数も6.7ポイン

トを示すに過ぎない。

次に,全企業に関しての判断基準として11.6ポイン

トの判断基準指数を示した第2位の「労働賃金」につ

いて業種別に検討してみると,一般機械系企業や繊維

工業系企業,鉄鋼業系企業においては,地域選好を行

う際の判断基準として極めて重要な項目として取り上

げられている。特に,繊維工業系企業における当該項

目の判断基準指数は21.7ポイントを示し,海外へ進出

する際に労働コストの高低が重要な要因となっている

ことが示唆される。一方,輸送用機械系企業の場合は

「労働賃金」の判断基準指数は6.5ポイントであり,他

の業種とは異なり,判断基準としてはあまり重要視さ

れていない。

「取引会社との近接性」は全企業に関して第3位の

判断基準であったが,この項目が最も重要視された業

種は非鉄金属系企業であり,判断基準指数も22.2ポイ

ントと極めて高い値を示した。一方,繊維工業系企業

や鉄鋼業系企業にとって,当該項目はあまり重要では

なく,判断基準指数,順位ともに低い値を示す。また,

電気機械系企業や輸送用機械系企業においては「市場

規模」の項目につづいて「取引会社との近接性」の項

目を挙げた企業も少なくなく,判断基準指数の高さに

反映されている。

続いて,業種別に上位5位までの判断基準を検討す

ると,一般機械系企業の場合,「労働賃金丿丿市場規模」,

第7表 業種別企業による海外地域選好の判断基準
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「取引会社との近接性」に加え,「従業者の確保」の項

目における判断基準指数も高い値を示す。当該業種の

場合,安価で良質の労働力の賦存状況が海外における

地域選好を行う際の重要な基準となっている。このよ

うに「労働賃金」と「従業者の確保」の項目が相とも

に上位に位置する業種は,繊維工業系企業や非鉄金属

系企業などがあげられる。これらの業種は第6表をみ

ても明らかなようにアジア諸国に対して高い選好指数

を示しており,前述のような,アジアヘの進出の動機

として労働コストに関わる項目が重要視される傾向に

あることを裏付ける結果となっている。

一方,電気機械系企業の場合,第3位までの判断基

準は全企業の場合とほぼ同様であるものの,「国家体制

の安定度」が8.8ポイントの判断基準指数を示し,判断

基準の中では第4位に位置しているのは特異な傾向で

ある。この項目を判断基準として挙げた他の業種は輸

送用機械系企業や非鉄金属系企業もある。これらの業

種の中でも特に電気機械系企業の場合,従来,低い労

働コストを海外進出の際に重要視する傾向にあった。

しかしながら,対象とした企業の多くはアジア諸国を

中心に既に製造拠点を配置しており,工場の再立地や

再編成期に達している企業も少なくない。その結果,

海外における地域選好を行う際の判断基準として,労

働コストや製品の市場に関連する判断基準に傾斜する

ばかりでなく,従来,補足的な意味あいの強かった進

出先の政治・社会状況に関しても重要視する傾向に変

化してきたと推察される。

また,順位的には第7位にとどまっているが,「教育

水準」を判断基準とした企業も少なくなく, 5.7ポイン

トを数える。当該項目に関して判断基準として挙げた

他の業種は繊維工業系企業や一般機械系企業において

低い判断基準指数をもって若干認められるものの,ほ

とんど存在しない。わが国の電気機械系企業における

生産部門の中には製造品が標準化段階に入り,海外生

産への移管を急速に進めている部門も数多く存在す

る。この海外への生産移管は技術移転や新たな製造設

備の移転をともなうが,電気機械系企業が「教育水準」

の項目を判断基準として挙げたことは,わが国の電気

機械系企業においては従来の量的な労働力確保の段階

から労働力の質的な確保を重視する段階に変化しつつ

あると考えられる。

輸送用機械系企業の場合は,前述のように「労働賃

金」に対する判断基準指数は低く,逆に,「国民気質」

が10.1ポイントというかなり高い判断基準指数を有し

ていることが特徴的である。この「国民気質」は労働

組合組織率や勤勉性などを間接的に表しているものと

推察できる。輸送用機械系企業は自動車工業分野を中

心にJIT生産方式が導入されているが,この生産方式

は生産工程をよりタイトな状況下におくため,労働力

の質的な側面が重視され,結果として,「国民気質」に

対する判断基準指数が高いを値を示したと推察され

る。

化学工業系企業に目を転しると,当該業種の場合は

「工場用地の取得」を判断基準として挙げている企業

が多く,判断基準指数も10.0ポイントを数える。この

「工場用地の取得」という判断基準を重要視している

業種は金属製晶系企業も挙げられる。また,化学工業

系企業に関しては,「原材料の確保」も地域選好を行う

に際して重要な基準となっている。これらの判断基準

は,当該企業の国内選好に関する分析を行った際にも

重要視されていた項目である。このことから,労働力

や市場規模などの経済的な環境よりもむしろ生産に関

連する自然的な環境を重視する業種の存在が認められ

る。また,生産に関連する自然環境という点に関して

は,上述の「労働賃金」などの判断基準に加え「気候

条件の良さ」を挙げている繊維工業系企業も特徴的で

ある。この項目は全企業に関してはさはどの重要性を

有しておらす,繊維工業系企業特有の判断基準といえ

る。

一方,「優遇政策の有無」が重要視されている業種も

存在する。非鉄金属系企業では当該項目における判断

基準指数は8.9ポイントを示しており,他業種にはみら

れない傾向である。また,鉄鋼業企業の場合も同様に

「優遇政策の有無」が判断基準として重要視されてお

り,判断基準指数も11.7ポイントを数える。

以上のように,上位に位置する判断基準に関しても

業種間に全くの共通性が認められるわけでなく,業種

ごとに重要視される判断基準は多様である。この判断

基準は各企業が求める進出先の経済環境や立地要因が

間接的に表現されたものと考えられる。前章において

確認された業種ごとの地域選好パターンの相違はこう

した判断基準に基づいて得られた情報やイメージによ

り形成されたものである。

Ⅷ む す び

本研究においては,現在のわが国の地域システムに

関して,わが国の製造業企業がいかなる評価をしてい

るのかについて明らかにすることを目的とし,グール

ドらが用いた居住地選好に関する分析手法を援用しつ

つ,わが国の製造業企業による地域選好パターンにつ

いて考察を行った。まずはじめに,わが国の製造業企

業による国内地域選好について,全企業と本社所在地

別企業ならびに機械工業系企業それぞれに関して分析

を行った。次に,得られた地域選好のパターンはどの

ような判断基準によってもたらされているのかを明確

化するために,各企業の判断基準に関するデータに基

づき考察を進めた。さらに,わが国の製造業は経済の

グローバル化を背景として国内産業の空洞化が問題視

されていることから,わが国の製造業企業が諸外国に

対してどのような評価を有しているのかについても併

-131-



北 川 博 史

せて考察を行った。その結果,以下の点が明らかとなっ

た。

第1に,わが国の全製造業企業による地域選好パ

ターンを検討した結果,おおむね3大都市圏とその周

辺部や従来から工業蓄積の著しい工業地域に対する評

価が高いことが明らかになった。また,3大都市圏を

中心とした地域から国土縁辺地域に至るに従い地域選

好は次第に低下するという傾向も認められた。このよ

うな地域選好パターンは,各企業の判断基準からも明

らかなように全国的な既存の工業配置に大きく影響さ

れている。大都市圏内に目を転しると,大都市圏の中

核部を形成する東京都や大阪府よりもむしろ周辺に位

置する神奈川県や兵庫県などに対する評価が相対的に

高い傾向にある。

第2に,本社所在地別企業による地域選好パターン

について分析した結果,首都圏系企業に関する地域選

好パターンは本社の立地する首都圏を中心に高い選好

を示す地域が分布し,近畿圏やその他の西日本に対し

ての評価は比較的低い点が指摘できる。また,首都圏

系企業は東北日本に対して比較的高い評価を示した。

一方,近畿圏企業の場合は首都圏系企業とは対照的に

高い評価を示す地域は西日本に傾斜しているが,首都

圏の一部の地域に対する選好も認められた。

第3に,海外に対する地域選好パターンを検討した

結果,アジア諸国に対する評価が高い傾向にあるが,

業種別の地域選好パターンは異なった様相を呈した。

こうした業種ごとの地域選好パターンの相違は判断基

準に基づいて得られた情報やイメージにより形成され

たものであるといえる。また,この判断基準は各企業

が求める進出先の経済環境や立地要因が間接的に表現

されたものと考えられる。

本稿の作成にあたり,終始ご指導いただいた森川洋先生に深

く感謝いたします。本研究は大学院のゼミから構想を得たもの

であり,その際ご指導いただいた岡橋秀典先生に深く感謝いた

します。資料収集にあたりアンケート調査にご協力いただいた

企業の担当者の方々にこの場をお借りして感謝いたします。な

お,本稿は1997年度地理科学学会春季学術大会においてその一

部を発表した。また,本稿は平成8年度文部省科学研究費補助金

(奨励研究(A)課題番号:08780122 代表者:北川博史)を使

用した。

-132-



わが国における企業の地域選好

― 133 ―


